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我が国は、国土面積の約 7割を森林が占める、世界でも有数の森林資源大国である。その

中でも、人工林は戦後に造成されたものが多く、約6割が今後 10年間で 50年生以上となり、

本格的な木材利用が可能になると見込まれている。 

また、我が国の木材需要は、これまで住宅分野が中心であったが、最近は、公共建築物や

木質バイオマス発電への活用など住宅分野以外の新たな木材活用の施策が講じられたことに

よって、木材の需要分野が拡大している。 

一方、我が国の森林所有者（林家）の約9割は、所有面積が10ha 未満の小規模な者であり、

森林所有者の収入に相当する山元立木価格は、昭和 55年のピーク時から1割程度に下落して

いることなどを背景として、林業離れが進行している。さらに、昨今は、相続などで所有者

が変わった場合でも、所有権の移転登記を行わない者が少なからず存在しているなど、現状

のままでは、森林資源は木材としての活用が十分なされないだけでなく、水源涵
かん

養や土砂災

害防止機能など森林の公益的機能の発揮にも影響を及ぼすのではないかとの懸念もある。 

このため、農林水産省においては、平成23年に森林法（昭和 26年法律第 249号）を改正

し、所有者を把握する新たな仕組みである「森林の土地所有者届出制度」の創設や、意欲あ

る森林所有者や森林組合等による施業の集約化を進め、伐採や造林をより効率的・効果的に

実施することによって、森林の公益的機能を確保し、持続的な森林経営ができるよう、新た

に「森林経営計画制度」を創設するなど、森林資源を活用するための各種施策を講じている

が、適切な森林管理を実施するためには、併せて新たな木材需要の一層の喚起が必要である。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、我が国の森林の適切な管理を促すと

ともに、新たな木材需要の拡大を推進する観点から、森林法に定められた各種制度の運用状

況、公共建築物の木造化など国主導で導入された新たな木材需要の拡大を推進する施策の現

状等を調査し、関係行政の改善に資するために実施したものである。 
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